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平成21年度一般会計当初予算は

３８２億１，２００万円
　平成 21年度当初予算が、３月に開かれた鹿屋市議会定例会で議決されました。
　予算総額は、一般会計 382 億1,200万円と特別会計 229 億 3,433 万 2
千円を合わせて611億 4,633万２千円で、前年度当初予算と比べ 0.6％の増と
なっています。
　前年度と比べ増となった主な要因は、一般会計において、平成 21年度に桜ヶ
丘市営住宅の建替えや学校給食センターの整備を本格的に着手することや、特別
会計において、平成 21年４月から介護報酬が３％増となることにより、介護保
険事業特別会計での保険給付費が大幅に増となったことなどによるものです。
　ここでは、新年度予算の編成方針や特徴について説明します。

【問い合わせ】　市財政課　☎0994-31-1126

自主財源
（35.9%）

市税
9,169,101 千円
（24.0%）

地方交付税
12,662,000 千円
（33.1%）

国庫支出金
4,108,301 千円
（10.8%）

市債
3,188,600 千円
（8.3%）

県支出金など
4,541,053 千円
（11.9%）

繰入金
2,005,204 千円
（5.2%）

使用料及び手数料など
2,537,741 千円
（6.7%）

依存財源
（64.1%）

歳入
382億1,200 万円
（100.0%）

自主財源
（35.9%）

市税
9,169,101 千円
（24.0%）

地方交付税
12,662,000 千円
（33.1%）

国庫支出金
4,108,301 千円
（10.8%）

市債
3,188,600 千円
（8.3%）

県支出金など
4,541,053 千円
（11.9%）

繰入金
2,005,204 千円
（5.2%）

使用料及び手数料など
2,537,741 千円
（6.7%）

依存財源
（64.1%）

歳入
382億1,200 万円
（100.0%）

　

自
主
財
源
の
う
ち
、
市
税

は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比

べ
５
億
３
，
７
０
０
万
円
減

の
91
億
６
，
９
１
０
万
１
千

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
各
種

基
金
等
か
ら
の
繰
入
金
は
、

２
億
７
，
５
５
０
万
２
千
円
増

の
20
億
５
２
０
万
４
千
円
。
使

用
料
及
び
手
数
料
な
ど
の
収

入
は
、
畜
産
担
い
手
育
成
総

合
整
備
事
業
実
施
箇
所
の
増

に
伴
い
、
実
費
徴
収
金
が
増

と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、

４
，
５
４
５
万
６
千
円
増
の

25
億
３
，
７
７
４
万
１
千
円
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

依
存
財
源
の
う
ち
地
方

交
付
税
は
、
地
域
雇
用
創

出
推
進
費
の
創
設
な
ど
で
、

８
億
６
，
２
０
０
万
円
増
の

１
２
６
億
６
，
２
０
０
万
円

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
市
債

は
、
前
年
度
に
比
べ
４
億
６
，

６
４
０
万
円
増
の
31
億
８
，

８
６
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す

が
、
こ
れ
は
、
地
方
の
財
源
不

足
を
補
う
た
め
の
臨
時
財
政
対

策
債
の
増
が
主
な
も
の
で
す
。

　

義
務
的
経
費
の
う
ち
、
人

件
費
は
、
職
員
数
の
減
な

ど
に
よ
り
前
年
度
に
比
べ

１
億
６
，
１
８
９
万
５
千
円
減

の
79
億
９
，
９
９
４
万
６
千

円
。
扶
助
費
は
、
生
活
保
護
費

の
増
な
ど
に
伴
い
、
１
億
８
，

３
７
３
万
４
千
円
増
の

76
億
９
，
１
５
４
万
４
千
円
。

公
債
費
は
、
５
億
８
，
６
４
３

万
９
千
円
減
の
54
億
４
，
２
８

５
万
１
千
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
れ
は
、
市
債
の
繰
上
げ

償
還
の
減
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
投
資
的
経
費
は
、

平
成
21
年
度
に
桜
ヶ
丘
市
営

住
宅
の
建
替
え
や
学
校
給
食

セ
ン
タ
ー
の
整
備
を
本
格
的

に
着
手
す
る
こ
と
な
ど
に
よ

り
、
前
年
度
に
比
べ
16
億
５
，

７
８
７
万
円
増
の
42
億
６
，

９
３
６
万
７
千
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。

人件費
7,999,946 千円
（20.9%）

扶助費
7,691,544 千円
（20.1%）

公債費
千円

投資的経費
4,269,367 千円
（11.2%）

その他の経費
12,808,292 千円
（33.5%）

※物件費、補助費等、
　維持補修費、繰出
　金等が含まれます。
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（性質別）
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歳出
（目的別）

382億1,200万円
（100.0%）

歳出
（目的別）

382億1,200万円
（100.0%）

民生費
12,985,516 千円
（34.0%）

教育費
4,309,051 千円
（11.3%）

公債費
5,442,851 千円
（14.3%）

総務費
4,193,237 千円
（11.0%）

土木費
3,800,604 千円
（10.0%）

農林水産業費
2,441,450 千円
（6.4%）

衛生費
2,493,544 千円
（6.5%）

消防費
1,121,486 千円
（2.9%）

商工費
574,784 千円
（1.5%）

その他
849,477 千円
（2.1%）

歳出
（目的別）

382億1,200万円
（100.0%）

歳出
（目的別）

382億1,200万円
（100.0%）

■
一
般
会
計
＝
福
祉
や
教
育
、
公
園

や
道
路
の
建
設
な
ど
市
の
基
本
的

な
事
業
を
行
う
会
計

■
特
別
会
計
＝
介
護
保
険
事
業
や
水

道
事
業
な
ど
特
定
の
収
入
を
特
定

の
支
出
に
充
て
、
事
業
を
行
う
会

計
■
骨
格
予
算
＝
市
長
選
挙
等
の
関
係

か
ら
政
策
判
断
が
で
き
に
く
い
場

合
、
政
策
的
経
費
を
除
き
、
人
件

費
等
義
務
的
経
費
を
主
体
と
し
て

必
要
最
小
限
の
経
費
を
計
上
す
る

予
算

■
自
主
財
源
＝
地
方
自
治
体
が
自
主

的
に
収
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
財

源
■
依
存
財
源
＝
定
め
ら
れ
た
基
準
に

よ
り
国
な
ど
か
ら
地
方
自
治
体
に

交
付
さ
れ
る
財
源

■
義
務
的
経
費
＝
支
出
が
義
務
づ
け

ら
れ
て
お
り
、
任
意
に
削
減
で
き

な
い
経
費
で
人
件
費
、
扶
助
費
及

び
公
債
費
の
合
計
額

■
投
資
的
経
費
＝
道
路
、
公
園
、
学

校
、
市
営
住
宅
の
建
設
等
社
会
資

本
の
整
備
や
災
害
復
旧
費
に
要
す

る
も
の
で
あ
り
、
支
出
の
効
果
が

ス
ト
ッ
ク
と
し
て
将
来
に
残
る
も

の
に
支
出
さ
れ
る
経
費

■
経
常
的
経
費
＝
毎
年
度
継
続
し
て

経
常
的
に
支
出
さ
れ
る
経
費
で
義

務
的
経
費
や
施
設
の
維
持
管
理
経

費
な
ど

■
政
策
的
経
費
＝
義
務
的
経
費
と
異

な
り
、
教
育
、
福
祉
、
環
境
、
産

業
な
ど
あ
ら
ゆ
る
分
野
の
政
策
推

進
の
た
め
に
支
出
す
る
経
費

■
一
般
財
源
＝
市
税
、
地
方
交
付
税

な
ど
市
が
ど
の
経
費
に
も
自
由
に

充
て
る
こ
と
が
で
き
る
財
源

■
地
方
交
付
税
＝
地
方
自
治
体
の
標

準
的
サ
ー
ビ
ス
の
水
準
を
一
定
に

保
つ
た
め
の
国
か
ら
の
交
付
金

■
国
庫
支
出
金
＝
国
が
、
地
方
公
共

団
体
に
特
定
の
行
政
費
の
一
部
と

し
て
、
交
付
す
る
補
助
金
や
委
託

金
■
繰
入
金
＝
一
般
会
計
、特
別
会
計
、

基
金
等
の
会
計
間
に
お
け
る
現
金

の
移
動
を
表
す
も
の
。
例
え
ば
、

一
般
会
計
の
歳
出
に
不
足
が
生
じ

た
場
合
に
、
基
金
か
ら
取
り
崩
し

て
一
般
会
計
に
移
動
す
る
こ
と
な

ど
を
繰
入
れ
と
い
う
。

■
使
用
料
及
び
手
数
料
＝
公
共
施
設

の
使
用
や
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
受
け

た
こ
と
の
対
価
と
し
て
利
用
者
等

か
ら
徴
収
す
る
も
の
で
、
高
等
学

校
の
授
業
料
、
各
種
公
共
施
設
の

使
用
料
、
住
民
票
等
各
種
証
明
の

発
行
手
数
料
な
ど
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